
　　　今月は、病院の窓口で医療費の自己負担額が高額になった場合について考えてみましょう。

　　　突然の大けがや長期の入院で多大な費用がかかる場合があります。

　　　でも、お医者さんでの負担が大きくなったときは、申請して認められると限度額を超えた部分が高額

　　療養費として払い戻しを受けられますので、安心してお医者さんにかかることができます。

　　　高額療養費の支払いは医療費分のみで、入院時の食事代や差額ベッド代などは支給の対象外です。

　　　高額療養費は、各支所市民窓口班へ申請が必要です。

　　　70歳未満の方と70歳以上の方では、自己負担限度額などが異なりますので、ご注意してください。　

　　詳細については、市役所市民課へお問い合わせください。

　　①自己負担額が、１ヶ月の限度額を超えたとき

　　●70歳未満の人の場合

　　　同じ人が同じ月内に同じ医療機関に支払った自己負担額が次表の限度額を超えた場合は、その超えた

　　分が払い戻されます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成18年10月以降)

　　●70歳以上の人の場合
　　　外来の場合は、一部負担金が外来の限度額を超えた分も高額療養費として支払いを受けることができます。

　　　入院の場合は、入院の限度額までの支払いとなります。

　　　また、全ての外来、入院の一部負担金は、世帯合算します。　

　　②高額療養費の支給が年４回以上あるとき（多数該当）
　　　過去12か月間、同じ世帯で高額療養費の支給が４回以上あった場合は、４回目以降の限度額を超えた

　　分が支給されます。

　　③同じ世帯で合算して限度額を超えたとき
　　　世帯の医療費が高額になったときは医療費が世帯合算されます。

　　　同じ世帯で同じ月に２１，０００円以上の一部負担金が複数ある場合、一部負担金を合算して、自己

　　負担限度額を超えた部分が払い戻されます。

　　④申請に必要なもの
　　　● 病院等で支払った医療費の領収書

　　　● 印　鑑

　　　● 預金通帳

　　●国民年金第１号被保険者・任意加入被保険者が定額保険料に付加保険料をプラスして納付すると、

　　　老齢基礎年金に付加年金が上乗せされます。

　　　付加保険料は、月額４００円です。付加年金の受給額は、２００円×付加保険料納付月数です。

　　★例えば、付加保険料を10年間納付した場合

　　　付加保険料　⇒　４００円×１０年（１２０月）＝４８，０００円

　　　付加年金額　⇒　２００円×１０年（１２０月）＝２４，０００円（年額）

　　　付加年金を２年間受給すると納付した付加保険料総額と同額となります。

　　　※ 上記の付加年金額は、65歳から受給した場合の年金額です。

　　●付加年金は、任意加入です。

　　　※付加年金は、老齢基礎年金と合わせて受給できる終身年金です。

　　　※付加年金は定額のため、物価スライド（増額・減額）はありません。

　　●国民年金保険料の納め忘れなどにより、保険料の納付済期間が40年間に満たない場合は、60歳から

　　　65歳になるまでの間に国民年金に任意加入して、満額の年金に近づけることができます。

　　　※ 老齢基礎年金を繰り上げ請求した場合は、任意加入はできません。

　　★なお、老齢基礎年金を受給するためには、保険料の納付済期間や保険料の免除期間等が25年以上必

　　　要ですが、この要件を満たしていない場合は70歳になるまで任意加入ができます（ただし、昭和40

　　　年４月１日以前に生まれた方に限られます）。

　　★�また、海外に在住する日本国籍の方も国民年金に任意加入することができます。　

※上位所得世帯とは、国民健康保険税の算定の基礎となる基礎控除後の総所得金額が600万円を超える世帯

１５０,０００円　＋
上位所得世帯

住 民 税

課 税 世 帯

医療費が500,000円を超えた場合はその超えた分の１％を加算

住 民 税 非 課 税 世 帯 ３５,４００円

一  般  世  帯
８０,１００円　＋

医療費が267,000円を超えた場合はその超えた分の１％を加算

　３回目まで（１年以内）の自己負担限度額（月額）　 区 　 分 　

イ. 70歳以上の人の所得区分　所得区分は次のようになります。

現役並み所得者

同一世帯に課税所得１４５万円以上の所得がある70歳以上の国保被保険者又は、
老人保健対象者がいる人
(年収例) ①単身世帯の場合(年金＋給与収入)　　　３８３万円以上
　　　　②二人以上世帯の場合(年金＋給与収入)　５２０万円以上

一　　　　　般 現役並み所得者、低所得(　、　)に該当しない人

低  所  得

同一世帯の世帯主と全ての国保被保険者が住民税非課税世帯である人

同一世帯の世帯主と全ての国保被保険者が住民税非課税世帯であって、その世帯
の所得が一定基準以下の人

●暦月（月の初日から末日まで）ごとの受診について計算します。

●同じ医療機関ごとに計算します。

●同じ医療機関の場合でも医科と歯科は別計算になります。

●同じ医療機関の場合でも入院・外来は別に計算します。

●入院時の食事代や差額ベッド代などは支給対象外です。

●70歳以上の人の外来は全ての医療機関の支払いを合算します。

自 己 負 担 額 の 計 算 の し か た

●公的年金等控除の縮減及び老年者控除の廃止に伴い、新たに現役並み所得世帯に移行する70歳以上の人は、

　平成18年８月から２年間、自己負担限度額が一般並みに据え置かれます。

ア. 自己負担限度額

現役並み所得者
８０,１００円+１%

(267,000円を超えた場合
その超えた分の1%を加算)

４４,４００円
８０,１００円+１%

(267,000円を超えた場合
その超えた分の1%を加算)

一　　　　　般 ４４,４００円

低  所  得

４４,４００円１２,０００円

２４,６００円２４,６００円
０８,０００円

１５,０００円１５,０００円

自　己　負　担　限　度　額
　 区 　 　 分 　

世　帯　単　位入　　　院外来（個人ごと）

８３，４００円上 位 所 得 世 帯

４４，４００円一 般 世 帯

２４，６００円低 所 得 世 帯

７０歳未満の人

４４，４００円現 役 並 み 所 得 者

７０歳以上の人

※
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